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１．ベトナム：「現地法人設立に関する外資規制」 
ハノイ駐在員事務所 川畠宏保 

 

■はじめに 

 ベトナムは近年、持続的な経済成長、高い人口ボーナス、主要各国との自由貿易協定（FTA）の活用

による国際市場へのアクセス拡大を背景として、日本企業にとって魅力的な投資先となっています。 

大規模な工業団地や国際貿易港、それらを結ぶ高速道路といったハード面での環境整備が進行し、今

後も積極的な外資誘致を行っていく国として注目される一方で、ベトナムには特有の外資規制が存在し

ます。それらへの対処方法を十分に検討しないまま進出手続きを進め、余分な時間やコストがかかるケ

ースや、事業開始後にベトナム行政より思わぬペナルティ（罰金）を課されるケース、さらには事業を

断念せざるを得ないケースを目の当たりにすることがあります。 

海外人材リソースが限られる中小・中堅企業がベトナムへの進出を進める際には、規制や法制度、実

際の運用状況などを正しく理解し、適切に対処していくことが重要です。今回はベトナムでの現地法人

設立に関わる外資規制に焦点を当てたいと思います。 

 

■現地法人設立に関する外資規制について 

ベトナムの外資規制は、外資企業が国内市場に与える影響をコントロールし、国内産業の保護と競争

力の向上を目的としており、投資法（61/2020/QH14）および関連する投資関連政令によって規定されて

います。 

 

(１) 投資登録証明書（IRC）および企業登録証明書（ERC）の取得 

外国投資家がベトナムで事業を開始するには、投資登録証明書（IRC：Investment Registration 

Certificate）を取得することが必要です。これは投資プロジェクトの目的や規模、プロジェクト実施

に必要な資金源などを明確にするための重要な手続きで、投資先の所在地に応じた計画投資局（DPI：

Department of Planning and Investment）に対して取得申請を行います。 

企業登録証明書（ERC：Enterprise Registration Certificate）の取得は、投資登録証明書を取得し

た後に法人を設立する際に必要で、申請は投資登録証明書と同様に計画投資局に対して行います。申請

を行う段階では、登記する住所の実態が事業活動に適した用途であることが求められます。オフィスや

レンタル工場の賃貸借契約を締結したものの、貸し手が外資企業に賃貸するライセンスを有していない

ことが後になって発覚し、トラブルになるケースも多く発生しています。 

 

(２) 条件付経営投資分野に関する規制 

条件付経営投資分野（投資法（61/2020/QH14）第 7条）とは、特定の条件を満たすことで事業活動が

許可される分野（業種）です。投資登録証明書（IRC）および企業登録証明書（ERC）の取得を検討する

にあたっては、投資分野（業種）が規制業種に該当しているか否かの確認が不可欠です。 

 

① 法定資本（最低資本金）に関する規制 

法定資本は特定の業種において必要とされる最低限の資本金で、業種によって金額が異なります。法

定資本を満たさない場合、投資ライセンスを取得することができません。規制が適用される業種例とし

ては、銀行業、保険業、証券業などの金融分野のほか、病院、警備サービス業、人材紹介サービス業、

通信業などが挙げられます。 
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② 出資比率に関する規制 

外国企業が現地法人を設立する際に、事業内容（業種）によって外資の出資割合が制限されるケース

があります。この規制は、ベトナム国内産業の保護、外国依存の抑制を主な目的としています。規制が

適用される業種例としては、銀行業、通信業、広告業、旅行代理店などが挙げられます。 

 

③ その他注意を要する規制 

小売業においては、別途営業許可証（ Business License）の取得が必要となること（政令

（09/2018/ND-CP））や、環境に影響を与えるプロジェクトには環境影響評価（EIA：Environment Impact 

Assessment）が必要となることがある点についても注意が必要です。 

 

④ 外資規制の動向について 

2007年の WTO（世界貿易機関／World Trade Organization）加盟以降、ベトナムは外資規制を段階的

に緩和してきました。現在では、製造業、サービス業、IT 産業では外資比率の制限がなくなり、外資

100%での現地法人設立が一般的になっています。 

ベトナム政府は、デジタル分野・再生可能エネルギー・サプライチェーンの強化を目的とした外資誘

致に注力しており、今後、これらの分野の規制緩和が進むことが予想されます。 

 

■最後に 

 ベトナムでは法律やルールが包括的に規定されることが多く、詳細な運用基準が明示されていないケ

ースもあります。現地法人設立を検討する際には、外資規制を正しく理解し、適切に対処することが重

要です。十六銀行ハノイ駐在員事務所では、取引先との丁寧な対話を重ねることで事業ビジョンを共有、

豊富な実績を有する法律専門家とのネットワークを活用し、進出サポートを実施しています。 
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２．為替相場情報 
（１）人民元－円為替相場（中国人民銀行公表仲値） （単位：1人民元当たりの日本円）

（月） （火） （水） （木） （金）

12月30日 21.76136 12月31日 21.62957 1月1日 21.62957 1月2日 21.68116 1月3日 21.70751

1月6日 21.70846 1月7日 21.73819 1月8日 21.74338 1月9日 21.76563 1月10日 21.75758

1月13日 21.70751 1月14日 21.67881 1月15日 21.74953 1月16日 21.56334 1月17日 21.41328

1月20日 21.51694 1月21日 21.48228 1月22日 21.54801 1月23日 21.62723 1月24日 21.58103

　　上記表、及びグラフはこの公表仲値を便宜的に1人民元当たりの日本円へ換算し直した相場です。

　　そのため、正式な人民元相場が必要な場合は、中国人民銀行にお問い合わせ下さい。

（２）ドル－円為替相場（当行公表仲値） （単位：1ドル当たりの日本円）

（月） （火） （水） （木） （金）

12月30日 158.18 12月31日 158.18 1月1日 158.18 1月2日 158.18 1月3日 158.18

1月6日 157.73 1月7日 158.22 1月8日 158.09 1月9日 158.43 1月10日 158.18

1月13日 158.18 1月14日 157.57 1月15日 158.08 1月16日 156.46 1月17日 155.25

1月20日 156.08 1月21日 156.10 1月22日 155.55 1月23日 156.50 1月24日 156.33

19.00

20.00

21.00

22.00

23.00

過去1年間の人民元－円相場推移

140

145

150

155

160

165

過去1年間の米ドル－円相場推移
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（３）タイバーツ－円為替相場（当行公表仲値）

（単位：1バーツ当たりの日本円）

（月） （火） （水） （木） （金）

12月30日 4.6400 12月31日 4.6400 1月1日 4.6400 1月2日 4.6400 1月3日 4.6400

1月6日 4.5600 1月7日 4.5700 1月8日 4.5700 1月9日 4.5800 1月10日 4.5800

1月13日 4.5800 1月14日 4.5700 1月15日 4.5600 1月16日 4.5300 1月17日 4.5000

1月20日 4.5300 1月21日 4.5600 1月22日 4.5900 1月23日 4.6300 1月24日 4.6100

（４）インドネシアルピア－円為替相場（参考値）

（単位：１００ルピア当たりの日本円）

（月） （火） （水） （木） （金）

12月30日 0.9800 12月31日 0.9800 1月1日 0.9800 1月2日 0.9800 1月3日 0.9800

1月6日 0.9800 1月7日 0.9800 1月8日 0.9800 1月9日 0.9800 1月10日 0.9800

1月13日 0.9800 1月14日 0.9700 1月15日 0.9800 1月16日 0.9600 1月17日 0.9500

1月20日 0.9600 1月21日 0.9600 1月22日 0.9600 1月23日 0.9700 1月24日 0.9700

3.80

4.00

4.20

4.40

4.60

4.80
過去1年間のタイバーツ－円相場推移

0.80

0.85

0.90

0.95

1.00

1.05
過去1年間のインドネシアルピア－円相場推移
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（５）シンガポールドル－円為替相場（当行公表仲値）

（単位：1ドル当たりの日本円）

（月） （火） （水） （木） （金）

12月30日 116.5100 12月31日 116.5100 1月1日 116.5100 1月2日 116.5100 1月3日 116.5100

1月6日 115.0800 1月7日 116.0100 1月8日 115.8200 1月9日 115.7100 1月10日 115.5600

1月13日 115.5600 1月14日 115.0500 1月15日 115.6200 1月16日 114.4300 1月17日 113.6500

1月20日 114.1500 1月21日 114.8000 1月22日 115.0300 1月23日 115.4800 1月24日 115.3100

（６）ベトナムドン－円為替相場（参考値）

（単位：１０００ドン当たりの日本円）

（月） （火） （水） （木） （金）

12月30日 6.2000 12月31日 6.2000 1月1日 6.2000 1月2日 6.2000 1月3日 6.2000

1月6日 6.2000 1月7日 6.2300 1月8日 6.2200 1月9日 6.2300 1月10日 6.2200

1月13日 6.2200 1月14日 6.2000 1月15日 6.2200 1月16日 6.1500 1月17日 6.1100

1月20日 6.1600 1月21日 6.1600 1月22日 6.1500 1月23日 6.2300 1月24日 6.2100

102.00

106.00

110.00

114.00

118.00

122.00
過去1年間のシンガポールドル－円相場推移

5.40

5.60

5.80

6.00

6.20

6.40
過去1年間のベトナムドン－円相場推移

 
 

 

 

 

 

 


